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研究要旨 

日本では「がん検診」の実施において、「機会の提供のみ行う」ことが主であったため、職域検診対象者を

住民検診対象者から外していたが、そもそも職域検診対象者が確定的に決められないことが多く、その結果

「住民検診の対象者数」は、地域により算出方法がバラバラで「受診率」も地域間での比較性がなかった。

このような状況を改善すべく、斎藤班によって「住民検診対象者の算出の際に、全国一律に使用すべき式」

を作成し、それを全国の市町村に配布、国への報告の際にはその算出法を用いるように指導した。これによ

り初めて複数の自治体と比較することが可能になった。今回、斎藤班の式による数値を用いて、都道府県別

の検診受診率と肺癌死亡率との相関を解析したので、報告する。 
直近の「斎藤班の式による推計住民検診対象者数」、および、地域保健・健康増進事業報告、人口動態統計、

国民生活基礎調査の数値をもとに、肺がん検診受診率・肺癌死亡率・肺がん検診の各種プロセス指標の都道

府県別のデータの相関の有無を検討した。 
検討の結果、肺癌死亡率は、肺がん検診受診率と強い負の相関があった。それに関して、女性では「健康

習慣」や「対がん政策」が影響している可能性も考えられたが、男性ではそれのみでは説明困難であり、肺

がん検診受診そのものが影響していることが示唆された。他の精度管理指標と肺癌死亡率との相関は少なか

ったが、全体の受診率が低いために影響が表面化していない可能性が考えられた。 
 

Ａ．研究目的 
 「がん検診」が効果を表すためには、「有効な

検診」を「適切な方法」で「受診率を高く」する

ことが必要である。しかし、日本においては、つ

い先頃まで「がん検診（住民検診）の受診率」と

いう数字は、地域により算出方法がバラバラで地

域間での比較性がなかった。 
諸外国においては、「がん検診」の精度管理は、

「組織型検診」という枠組みのもと、システマテ

ィックに受診者を個人単位で把握し、非受診者に

は受診勧奨を行い受診率を改善させる体制が取ら

れている。しかしながら本邦においては、「組織型

検診」の枠組みがなく、「対策型検診」として、な

るべく網羅的に提供することのみが行われ、受診

した個人を同定してその後の対策に生かすような

仕組みはなかった。「網羅的な提供を行う」際に、

「職域健診」の対象となる住民が除外されるが、

「職域健診」は所属する企業により実施しない場

合もある。そのため、「住民検診対象者数」を（「住

民数」―「職域健診の対象者数」）として算出しよ

うとしても、「職域健診の対象者数」が正確に把握

できないでいた。そのため、各市町村は、それぞ

れ独自の仮定・基準のもとで算出ルールを定め、

それに沿って住民検診対象者数を算出していたの

である。この算出法は全国一律のものではなく、

市町村によって大きな差があったため、異なる市

町村で比較することができなかったのである。 
このような状況を改善すべく、厚労省斎藤班に

よって「住民検診対象者の算出の際に、全国一律

に使用すべき式」を作成し、それを全国の市町村

に配布した。国への報告の際にはその算出法を用

いるように指導した。これにより初めて複数の自

治体と比較することが可能になった。今回、斎藤

班の式による数値を用いて、都道府県別の検診受

診率と肺癌死亡率との相関を解析したので、報告

する。 
 
Ｂ．研究方法 
 以下のデータを、国立がん研究センターHP の

がん情報サービス「がん登録・統計」からダウン

ロ ー ド し た

(https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/index.html 
ダウンロード日時：2017 年 10 月 1 日）。データは

原則として直近 3年間の平均を用いたが、「国民生

活基礎調査」は 3 年に 1 度しか実施されないため、

最新の値を用いた。また、超高齢者のデータを用

いることは、人口構成における高齢者の割合によ

り、死亡、罹患、検診受診、精密検査受診などに

関わるデータが大きな影響を受けるため、「年齢上
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限付き」の値を存在する場合にはそれを優先した。

参考とした年度は若干異なるが、検診受診・罹患・

死亡などにはもともとタイムラグがあるため同一

年でなければならないわけではなく、都道府県の

傾向を知ることができることから、相関を検討す

ることは可能である。 
 
① 斎藤班の式による推計住民検診対象者数：

2010－2012 年の市町村人口-（就業者数-農林水産

業従事者数） 
② がん検診受診率（A）：2010-2012 年「地域保

健・健康増進事業報告」の 40-69 歳/斎藤班の式に

よる推計住民検診対象者数 
③ 精密検査受診率・肺がん発見率・要精検率・

陽性反応適中度：2011-13 年「地域保健・健康増進

事業報告」の 40-74 歳 
④ がん死亡率：2013-2015 年人口動態統計の 75
歳未満年齢調整がん死亡率 
⑤ がん検診受診率（B）：2013 年国民生活基礎調

査の 40-69 歳 
⑥ 喫煙率：2013 年国民生活基礎調査の 20 歳以

上 
 
上記のデータに基づき、各都道府県別の以下の指

標に関して相関の有無を検討した。 
１）肺がん検診受診率とさまざまな指標との相関 

１－１）肺がん検診受診率：斎藤班の式で算

出 vs. 国民生活基礎調査 
１－２）肺がん検診受診率と他のがん検診受

診率 
１－３）肺がん検診受診率と肺がん検診精検

受診率 
１－４）肺がん検診受診率と喫煙率 

 
２）肺癌死亡率とさまざまな指標との相関 

２－１）肺癌死亡率と喫煙率 
２－２）肺癌死亡率と肺がん検診受診率 
２－３）肺癌死亡率と肺がん検診受診率（国

民生活基礎調査） 
２－４）肺癌死亡率と胃がん検診受診率・大

腸がん検診受診率 
２－５）肺癌死亡率と肺がん検診での各種プ

ロセス指標（肺癌発見率・陽性反応的中度・

要精検率・精検受診率） 
 
統計ソフトは EZR を用い、有意水準は 5%に設定

した。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は公開されているデータをもとにして解

析を行った研究であり、個人情報保護などの倫理

的な問題は存在しない。 
 

Ｃ．研究結果 
１）肺がん検診受診率と他の指標との相関 

１－１）肺がん検診受診率：斎藤班の式で算

出 vs. 国民生活基礎調査 
 相関係数は男性 0.77、女性 0.87 と、男女と

もきわめて強い正の相関があり、両者の関連

はきわめて強かった。 
１－２）肺がん検診受診率と他のがん検診受

診率 
 胃がん検診受診率、大腸がん検診受診率と

も、男女とも相関係数 0.82－0.84 と、きわめ

て強い正の相関があった。肺がん検診受診率

の高い都道府県は、他のがん検診受診率も高

かった。 
１－３）肺がん検診受診率と肺がん検診精検

受診率 
 男女とも両者に相関はなく、肺がん検診受

診率が高い都道府県でも精検受診率が高いわ

けではなかった。 
１－４）肺がん検診受診率と喫煙率 
 男性ではきわめて強い相関があったが、女

性では全くなかった。男性では喫煙率が高い

都道府県は肺がん検診受診率が高いが、女性

では無関係であった。 
 
２）肺癌死亡率と他の指標との相関 

２－１）肺癌死亡率と喫煙率 
 女性ではきわめて強い正の相関があったが

男性では相関がなく、女性では喫煙率が高い

都道府県は肺癌死亡率が高かったが、男性で

は無関係であった。 
２－２）肺癌死亡率と肺がん検診受診率 
 女性では強い負の相関、男性でも負の相関

があり、肺がん検診受診率が高い都道府県は

肺癌死亡率が低かった。 
２－３）肺癌死亡率と肺がん検診受診率（国

民生活基礎調査） 
 前項と同様に、女性では強い負の相関、男

性でも負の相関があり、肺がん検診受診率が

高い都道府県は肺癌死亡率が低かった。 
２－４）肺癌死亡率と胃がん検診受診率・大

腸がん検診受診率 
 胃がん検診受診率・大腸がん検診受診率と

も、女性では正の相関があったが、男性では

なかった。１－２）の結果から胃がん検診受

診率・大腸がん検診受診率は肺がん検診受診

率ときわめて強い正の相関があったので、２

－３）の結果から肺癌死亡率とも正の相関が

あることは当然だったが、有意な相関があっ

たのは２－３）で強い相関のあった女性のみ

であった。 
２－５）肺癌死亡率と肺がん検診での各種プ

ロセス指標（肺癌発見率・陽性反応的中度・
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要精検率・精検受診率） 
 肺癌発見率は、男女とも相関はなかったが、

男女計では正の相関があった。男女別では有

意な結果が得られなかったが、肺癌死亡率が

高い都道府県では肺がん検診での肺癌発見率

が高かった。一方、肺癌死亡率と肺がん検診

での陽性反応適中度・要精検率・精検受診率

は、男女とも相関はなかった。 
 
Ｄ．考察 

今回、斎藤班による「がん検診対象者の推定式」

を用いることにより全国の受診率を比較可能とな

ったため、都道府県別の肺癌死亡率と肺がん検診

の精度管理指標との関連を検討した。 
斎藤班の推定式による肺がん検診の受診率と、

国民生活基礎調査による肺がん検診受診率との関

連を検討した結果では、国民生活基礎調査は 3 年

に一度しか実施されず、また「肺がん検診受診」

の回答に関して「職域健診受診」が影響を及ぼす

ことが想定されていたが、結果的には都道府県単

位で見た場合、きわめて強い正の相関があること

が判明した。 
また、肺がん検診の受診率は、他のがん検診の

受診率と強い正の相関があることが判明し、これ

は、ある臓器の検診を受ける人は他臓器の検診も

受けやすいということを示している。このような

人は、がん検診の受診に限らず、他の健康的な習

慣、たとえば「喫煙率が低い」「医療機関へ受診し

やすい」なども持っている可能性があることは留

意すべきである。ただし、本研究において観察さ

れた結果では、肺がん検診受診率が高いことと女

性の喫煙率とは無関係であり、男性ではむしろ喫

煙率の高さと肺がん検診受診率の高さが関連して

いた。これは喫煙することによる不安感のため、

肺がん検診受診への行動が誘起されている可能性

もある。 
今回の肺癌死亡率に関しての解析では、肺癌死

亡率は肺がん検診受診率と強い負の相関があるこ

とが判明し、肺がん検診受診率が高い都道府県は

肺癌死亡率が低いことが判明した。このことは、

肺がん検診受診が肺がん死亡率減少に役立ってい

る可能性を示しているようにも見えるが、そのた

めにはいくつかの点をチェックする必要がある。

まず、「肺がん検診受診者は健康意識が高いから

喫煙率が低く、そのために肺癌死亡率が低くなっ

たのではないか」という可能性に関しては、前項

で述べたように、肺がん検診受診率が高い都道府

県における喫煙率は、女性では関連がなく、男性

ではむしろ高いため、喫煙率のためではないと考

えられる。「喫煙以外の健康習慣の影響、あるいは

都道府県単位の何らかのがん対策の影響」も考え

られるが、そのようなものは「肺癌に特有のもの」

ではないため、他のがん検診受診率と肺癌死亡率

の関連の解析でも同様な結果を示すはずだが、実

際には「肺がん検診受診と肺癌死亡率」ほど強い

関連は示していない。「そもそも当該都道府県で

は肺がん罹患が少ないのではないのか」という疑

問に対しては、本邦ではがん登録制度が未発達で

あり当該時期の都道府県別肺癌罹患率を示すこと

ができないが、肺がん検診受診率が高い都道府県

で肺がん罹患が少ない理由を説明できないことか

ら可能性としては少ないと思われる。このように、

肺がん検診受診率と肺癌死亡率のきわめて強い負

の相関に関しては、肺がん検診受診以外の要因で

ある「健康習慣」や「がん対策」や「罹患の差」

のみの理由では説明できないと考えられる。 
肺癌死亡率に関するそれ以外の解析結果では、

喫煙率と肺癌死亡率との間に、女性では強い正の

相関があったが、男性では相関がなかった。喫煙

が肺癌罹患や肺癌死亡の非常に大きな危険因子で

あることは周知の事実であり、女性ではもっとも

な結果だが、男性で相関がなかったことの理由は

不明である。考えられる理由の一つとしては、男

性では喫煙率と肺がん検診受診率が強い正の相関

があり、肺がん検診受診率は肺癌死亡率ときわめ

て強い負の相関があるため、それらが相殺された

可能性もある。 
肺癌死亡率と肺がん検診の精度管理指標との関

連も解析したが、肺癌死亡率と肺癌発見率には、

男女別では有意な相関はなかったが男女計では有

意な正相関があった。このことは肺癌罹患率が高

い地域で肺癌死亡率も高いことを示唆している可

能性もあるが、都道府県別の罹患率が比較できる

ようになったら詳細が判明するであろう。 
肺癌発見率以外の精度管理指標である陽性反応

適中度・要精検率・精検受診率は肺癌死亡率との

間に相関がなかった。特に、精度管理指標の中で

最も重要と思われる精検受診率とも相関がなかっ

た点に関しては、わが国のように受診率が相当に

低い場合には精検受診率が高くともがん検診の効

果は上がらないことは十分に想定される。受診率

が上がった状況になって初めて精検受診率の影響

が可視化されるようになる可能性もある。 
本研究には、いくつか検討すべき点かある。第

一に、これらの相関は、統計指標の数値の相関を

見たものであり、直接的な因果関係を解析したも

のではないため、それ以外の要因の関与が否定で

きない。そのため、有意な相関があったとしても、

関連性は推定されるにすぎない。 
第二に、解析に使用した統計指標は直近のもの

を使用するようにしたが、その期間は完全には同

一ではない。しかし、「検診」と「死亡」が関連が

あったとした場合でも、それは同時には起こらな

いものであり、タイムラグがある。そうだとすれ

ば同一の時期の統計指標を使うことにも問題はあ

る。本研究は「相関」を解析したものであること
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から全体的な傾向がわかれば良く、都道府県単位

の統計指標は短期間に大きく変動することは少な

いので、数年の平均を取れば同一期間にこだわる

必要はないと思われる。 
第三に、斎藤班の算定法による対象者数の算出

は、これまで市町村単位で独自の算定法を行って

いたことに比較すれば、自治体同士を比較するこ

とが可能となる点で大きな前進があったと考えら

れるが、それでも「推定値」であることは事実で

ある。2016 年の「がん検診に関する検討会」にお

いて「実測値」である「40 歳以上の人口」を「対

象者数」とすべきであろうということになり、2017
年度からはそのように行われることになった。そ

の場合、職域健診の対象者も対象者数に含まれる

ことになる。今後、「職域健診受診者」をどのよう

に処理していくべきかについて、さまざまな議論

が深められることを期待する。ある面、欧米型の

「組織型検診」の枠組みに近づいたということも

言え、これを契機に国としての取り組みも本格化

することを期待したい。 
 
Ｅ．結論 
  今回、斎藤班による「がん検診対象者の推定

式」を用いることにより全国の受診率を比較可能

となったため、都道府県別の肺癌死亡率と肺がん

検診の精度管理指標との関連を検討した結果、以

下のような結果を得た。肺癌死亡率は、肺がん検

診受診率と強い負の相関があった。それに関して、

女性では「健康習慣」や「対がん政策」が影響し

ている可能性も考えられるが、男性ではそれのみ

では説明困難であり、肺がん検診受診そのものが

影響していることが示唆される。他の精度管理指

標と肺癌死亡率との相関はなかったが、受診率が

低いために精検受診率などの影響が表面化してい

ない可能性も考えられた。 
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